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研究成果の概要（和文）： 
 グローバル経済化による市場の不確実性に直面している現代の日本企業は、業務請負型間接
雇用の導入によって雇用関係の市場化を実現しようとしている。業務請負型間接雇用は、いま
や日本の労働市場において一定のセグメントとして定着している。業務請負型間接雇用で働く
労働者に対しては、企業内労働組織において他のタイプの労働者と比べて特別に異なる人的管
理の手法が適用されているわけではない。その生活環境は正社員に比べて顕著に劣位にあり、
貧困の罠に陥るリスクに直面している。 
 
研究成果の概要（英文）： 
Recently Japanese companies are trying to introduce contractor’s indirect employment 

system in order to cope with the uncertain product market. Contractor’s indirect 
employment system has now established a certain position in the Japanese labour market. 
Regarding to the way of human resource management, people who are working in the 
contractor’s indirect employment system are treated in the same way as other types of 
workers. Their living conditions are much inferior to that of regularly employed people. 
They are facing to the risk of poverty trap.    
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１．研究開始当初の背景 
 日本企業は 1990 年代後半以降、グローバ
ル経済化による市場の不確実性に直面する
ようになった。企業は深刻化する製品市場の
不確実性に対応するため、労働市場において
も従来とは異なる労働力の調達方法を指向
するようになった。すなわち、多くの企業は
従来のように内部労働市場に労働力を囲い
込んで正社員として長期的に育成していく
方式に過度に依存するのではなく、外部市場

からその時々の必要に応じて非正規労働力
を期間限定で調達するための様々な方式を
積極的に取り入れ始めた。企業は雇用関係を
市場化させることで短期的な需要変動に対
応できる可能性を確保することを重視する
ようになった。 
 この「雇用関係の市場化」という傾向のな
かで、正規常用雇用に代替する様々な形態の
非正規雇用の方式が導入されるようになっ
たが、本研究が開始された 2008 年の時点に



おいて、「業務請負型間接雇用」は雇用関係
の市場化を最も徹底させた雇用形態として、
また最も拡大基調の著しい雇用形態として、
多くの研究者の注目を集めるようになって
いた。だが、その研究成果は充分なものとは
いえなかった。そもそも業務請負型間接雇用
という雇用形態を発生させる事業主体であ
る「業務請負業」というビジネスが、どのよ
うな事業領域において広まっているのか、こ
の事業を担う事業主はどのような人々であ
るのか、売上高や雇用人員数という点でどの
くらいの市場規模に達しているのか、といっ
た事実関係の認識についても、正確な情報が
得られていなかった。さらには、業務請負型
間接雇用が普及して雇用関係の市場化が一
層進展することは、日本の雇用関係や日本社
会全体にとってどのような意味を持ってい
るのか、という社会科学的な問題意識に基づ
く研究はまだ殆ど着手されていなかった。 

本研究は業務請負型間接雇用に関する以
上のような研究上の空白を埋めることを目
指して開始された。 
 
２．研究の目的 

本研究は現代日本の業務請負型間接雇用
に関連して、以下の 3つの研究課題について
理論的、実証的に解明することを目的として
実施された。 
 
研究課題１ 
 労働力需給媒介システムとしての業務請
負型間接雇用を成立させている社会構造に
注目し、請負企業・ユーザー企業・労働者と
いう 3つの行為主体による相互行為の構造を
解明する。 
 
研究課題２ 
 業務請負型間接雇用の導入に伴うユーザ
ー企業の労働組織の変容を分析する。 
 
研究課題３ 
 業務請負型間接雇用で働く労働者の生活
過程を分析する。 
 
３．研究の方法 
 研究が着手された 2008 年春の時点では、
「業務請負型間接雇用」を狭義に定義し、こ
の雇用形態が典型的な形で表れている業種
に的を絞ったインテンシブな事例研究を蓄
積することを重要な目標として設定してい
た。そのさい「業務請負型間接雇用」を「事
業主体としての業務請負企業に雇用され、そ
の人事労務管理と指揮命令のもとにある労
働者が、業務を委託した発注企業の事業所に
おいて就労することで成立する三者間の雇
用関係」と定義した。このような厳密な定義
にこだわった場合、この雇用形態が最も典型

的な形で広まっていたのは、製造業では自動
車部品産業、サービス業では情報サービス産
業のシステム保守運用分野であると考えら
れた。そこで研究を開始した当初においては、
この二つに対象を絞って実態調査を実行す
ることを想定していた。だが、そのような目
論見は以下に述べる二つの事情から修正を
迫られ、結果として本研究は業務請負型間接
雇用を中心におきつつ、周辺に存在する様々
な間接雇用の形態にまで対象を拡大して実
施されることになった。 
 第一の事情は、2008 年以後の経済環境の急
変である。リーマンショックを起点とする世
界的な不況のなかで、上記の二つの分野では、
非正規雇用のリストラが行われ、業務請負型
間接雇用も縮小の方向を辿ることとなった。
労働市場規制緩和に関する政策転換の兆し
が見られたこともあって、企業は「狭義の」
業務請負型間接雇用にこだわるのではなく、
雇用関係の市場化を維持していくための方
策として、間接雇用の様々な方法を試みるよ
うになった。リーマンショック後の不況が長
期化するなかで、派遣労働者や独立請負事業
者を含め、広義の意味における間接雇用の諸
形態を追求する試みが日本のあらゆる業種
の企業において試みられるようになった。こ
のため本研究においても､自動車部品産業と
システム保守運用サービス業における狭義
の業務請負型間接雇用だけにこだわること
なく、対象を拡大して研究を行うことになっ
た。 
 本研究において、業務請負型間接雇用を狭
義に定義して純粋な形態にこだわることを
止め､研究対象を拡大していくこととなった
第二の事情として以下の点を上げることが
できる。もともと「業務請負型間接雇用」と
いう事業形態はその内部にある種の矛盾を
内包している。もし「業務請負」という側面
を純化して事業を展開するなら、ユーザー企
業にとって重要なのは、業務やサービスの提
供であり、人員の提供という要素は重要では
なくなる。従ってこの方向を純化していけば、
その事業は単なる業務委託という方向に変
換していくことになる。反対に「間接雇用」
という側面を純化して事業を展開すれば、ユ
ーザー企業にとって重要なのは、人員の提供
であり、業務やサービスの提供という要素は
重要ではなくなる。従ってこの方向を純化し
ていけば、その事業は労働者派遣事業に近づ
いていくことになろう。業務請負型間接雇用
という事業形態はこのような矛盾を内部に
孕んでいるため、周辺にある様々な形態の人
材関連ビジネスとの間を流動しているので
ある。本研究では、このような事情を重視し
て、狭義の「業務請負型間接雇用」だけに研
究対象を限定するのではなく、その周辺にあ
る様々な人材ビジネスにまで対象を拡大し



ていくことになった。 
 
４．研究成果 
 研究成果の各論については、次項の「主な
発表論文等」にリストアップした論文や学会
報告によって、すでにいくつかの公表を行っ
ている。またこの研究を理論面で支えた「雇
用関係の構造化理論」に関連した理論研究の
成果については、研究代表者の論文によって
詳述したのでこの報告書のなかでは言及し
ない。先に記した研究目的に立ち返り、本研
究の成果を総論的に述べれば、以下のように
要約することができる。 
 業務請負型間接雇用とは、三者間からなる
間接雇用の雇用関係である。本研究では、業
務請負型間接雇用の担い手である三つの行
為主体の関係を以下のように解釈して、これ
らの研究対象にアプローチした。 
 第一の行為主体は請負企業である。請負企
業は、業務請負というビジネスの担い手であ
ると同時に、労働力を調達して顧客先に提供
する担い手でもある。第二の行為主体はユー
ザー企業である。ユーザー企業は、自社の生
産活動の一部を切り出して請負企業に業務
発注を行い、その際に必要な労働力を確保し
ている。ユーザー企業は、通常、確保された
労働力の人数と時間数に応じて算出される
料金、という形で請負企業への支払いを行っ
ている。第三の行為主体は、請負企業に雇用
され、ユーザー企業の職場空間で働く労働者
である。労働者は雇用主である請負企業から
賃金を支払われている。 
 本研究では請負企業を主たる観察対象と
して、労働力媒介システムとしての業務請負
型間接雇用の構造分析（研究課題１）を行い、
ユーザー企業を主たる観察対象として業務
請負型間接雇用の労働過程分析(研究課題
２)を行い、労働者を主たる観察対象として
業務請負型間接雇用の生活過程分析（研究課
題３）を行った。 
 
（１）研究課題１ 
 研究課題１に関しては、以下のようなこと
が明らかになった。業務請負型間接雇用とい
う形態によって労働力需給を媒介する人材
ビジネスに従事する個々の事業主を捉えて、
その変遷を観察した場合、景気変動に応じた
増大・減少、参入・撤退・再参入というめま
ぐるしい変動が見出される。その限りでは業
務請負型間接雇用という雇用形態は、日本の
労働市場全体からすれば、弱小事業主によっ
て担われているマージナルな存在であるよ
うにも見受けられる。 
 だが 00 年代においてこの形態の労働力媒
介システムを活用しているユーザー企業の
雇用関係を過去まで遡って観察した場合、こ
れら企業の多くでは、すでに 1980 年代頃か

ら広義の意味での間接雇用による労働力需
給媒介システムを活用し始めていることが
明らかになった。これらの企業では、様々な
形態による間接雇用への依存状況が徐々に
深まり、00 年代にいたってここから脱するこ
とが困難なロックイン状態にまで至ってい
るものと思われる。従って、この形態による
雇用量が短期的な増減を繰り返す不安定な
ものであることや、ブローカーとしての請負
事業主の事業基盤が脆弱なものであること
をもって、業務請負型間接雇用という雇用形
態が縁辺的な存在であると見なすのは正し
くない。さらには、業務請負型間接雇用の周
辺には類似した多様な間接雇用の形態が
次々に生まれており、広義の意味での間接雇
用の仕組みは、広範な業種において広がりつ
つある現状にあることが分かった。ただしそ
の市場規模に関する正確な統計的な把握は
今後の課題として残されている。 
 
（２）研究課題２ 
 研究課題２に関しては、以下のことが明ら
かになった。業務請負型に限らず、一般に間
接雇用という雇用形態で働く労働者の増大
によって、ユーザー企業の労働組織や労働過
程に顕著な変容が生じている、という事実は
見出されない。間接雇用の形態で働く労働者
と直接雇用の形態で期間工・パートタイマー
等として働く労働者は、一部の例外的な事例
を除けば、同じ職場のなかに混在しているこ
とが一般的であった。行政が課している「業
務請負四要件」の趣旨に従って、請負業者が
きちんとした管理体制を実行しているケー
スであっても、請負業者が担当する職場とユ
ーザー企業の正社員等が直接雇用の形態で
働いている職場は並行、隣接しており、両者
の職場状況を比較観察すれば、労働組織の編
成に関して明確な区分や相違があるわけで
はなく、むしろ請負業者が担当する職場は同
質業務のなかの数量調整のためのバッファ
ーとして位置づけられているに過ぎないこ
とがわかる。 
 業務請負型間接雇用の導入が始まる以前
の職場と導入以後の職場とを正確に比較観
察して、どのように状況が変化したのかを客
観的に明らかにすることは困難であるが、ユ
ーザー企業の管理者を対象に行った聞き取
りによれば、職場作業組織の編成という点で
大きな変容は起きていない、ということが確
認された。生産される製品やサービスの品質
が劣化しているという証拠も今のところ見
出すことができなかった。ただし、間接雇用
の人員の拡大が、現場労働者全体の技能形成
という点でどのような長期的な影響をもた
らすのか､という点についてはさらに継続的
な観察が必要であるように思われる。 
 



（３）研究課題３ 
 研究課題３に関しては、以下のことが明ら
かになった。業務請負型に限らず、間接雇用
で働く労働者は、もともと出身階層、学歴、
資産、住居などの点で正規雇用の労働者より
も不利な条件のもとで生活を送ってきた。間
接雇用という雇用形態は、一般に住居の不安
定性や地域社会との紐帯の欠如、といった生
活者としての不利益を伴う傾向が強く、この
意味で貧困のサイクルに陥るリスクに直面
している。また職業的な技能形成機会という
点でも請負業者の配慮は充分なものではな
く、この点も貧困サイクルからの脱却を難し
いものにしていた。 
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